
- 1 -

＜ 月 日(水)＞ 一般質問9 3
○６番（藤井隆弘君 （登壇 （拍手） くらよしアイズ・倉吉自民共同の藤井隆弘君で） ）

ございます。早速、質問に入らせてもらいます。

市報の５月号で、市長は行政の仕事について次のように答えておられます 「１つは、。

当面する課題にいかにスピード感を持って対応していくのかということ。１つは、将来に

対してきちっと布石を打っていくこと。将来を見通しながら、今何をしていくのか、戦略

を持った仕事をしていくことが大切である」と述べておられます。同じく２期目の重点課

題として 「１つは人口減少、特に中心市街地の人口減少であり、今年度は駅周辺を含む、

中心市街地のあり方、企業誘致、看護大学」と、施設の整備を上げておられます。今９月

議会では、平成２５年度の決算が出ています。また、平成２６年度の補正予算も出て、本

年度事業、あるいは予算の見通しも大体立ったものだと思っております。

さて、どんな事業を行うにしても財政の裏づけが必要となります。そこで、市長は倉吉

市の財政状況をどう分析しておられるのか聞きたいと思います。良好なのか、心配な面が

あるのか、また分析結果の原因、どういったことでそうなっているのかというようなこと

に対してお考えがあればお聞きしたいと思います。

○市長（石田耕太郎君 （登壇） 藤井隆弘議員の一般質問にお答えをいたします。）

まず、財政問題について、今どのように分析をして、特に課題等があればどういうふう

な課題を認識してるのかという御質問でございます。

財政の指標はいろいろあるわけでありますけれども、全体的に見ると、総括的に言えば

改善はされてきているけれども万全というところまでは行ってないっていうのが今の現状

ではないかなというふうに思っております。

、 、個別にちょっと分析というか 状況をお話をしてみたいというふうに思いますけれども

まず、市の持っている貯金と言うべき基金の状況でありますけれども、一般的な基金であ

ります財政調整基金と減債基金の合計、平成２１年と比較をして申し上げてみますと、平

成２１年が９億１０００万でありましたのが平成２５年度末で２４億８０００万、その, ,
他の基金も入れて、基金のトータルとして見れば平成２１年が３６億４０００万、平成,
２５年度末が５６億８０００万ということで、かなりふえてきているという状況がござ,
います。ただ、今年度については、企業誘致とはいえ、かなりこの基金を活用させていた

だきますので、ことし２６年末でいくと４７億９０００万と若干減少する見込みである,
という状況でございます。ただ、これは臨時的な措置として企業誘致等に使ったというこ

とでありますので、御理解をいただきたいというふうに思います。

それから、市にとって主要な財源であります地方交付税と市税の状況をちょっと見てみ

たいと思いますが、交付税については２２年度をピークに減少の傾向にございます。とり

わけ来年度以降、合併算定がえが縮小していきます。一本算定に切りかわっていくという

状況にあるわけでありまして、この辺がかなり寄与をしてくるんではないかという危惧を

持っております。

それから市税については、アベノミクスはあるんですけれども、なかなか地方までその

十分な影響が来ていない面があるんではないかということで、市民税などは若干伸び悩ん

でおるという状況であります。それと都市計画税を廃止をいたしましたので、この分は当
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然減収に成っているということであります。ただ、長期的には今、企業誘致も積極的にや

っておりますので、そういった効果が将来的には出てきてくれるんではないかというふう

に期待をしているとこであります。

それから、借金であります地方債の残高でありますが、交付税の裏措置のような臨時財

政対策債を除いた地方債でいきますと、平成１７年度末の残高が３０７億円でありました

が、２５年度末で２００億円ということで、順調に減少してきているんではないかという

ふうに思っております。ただ、これも２６年度は企業誘致の関係で若干増加をするという

ことになろうというふうに思います。

それから、経常収支比率ですけれども、平成２５年度決算で９０８％ということで、.
総合計画のほうの目標には９５０％、これは平成２７年度でありますが、ということで.
ありますので、これをクリアしている状況であります。

それから、実質公債比率については、２５年度決算１４７％ということで、これも総.
合計画の目標値、平成２７年１８％未満をクリアしているとこであります。１８％未満と

いうことになりましたので、それ以前の許可団体から協議団体にかわったという状況にご

ざいます。総じて見れば、少しずつやはり改善をしてきているんではないかなというふう

に思います。

ただ、なかなかこれからの時代考えたときに、国の予算も今非常に大きな借金を抱えて

いる状況でありますので、交付税の伸びというのがなかなか期待できない時代に入ってい

るんではないかというふうに思っております。そういう面で、自主財源をいかに確保する

かということをあわせて、行政改革等を通じて歳出についてもしっかり点検をしながら財

政運営をやっていく必要があるんではないかというふうに思ってるとこであります。以上

です。

○６番（藤井隆弘君） ただいま、かなり詳しくお話をいただきました。

私も先ほど出ました市税とか地方交付税、あるいは基金、地方債等についても資料は用

意しておりますけども、今、答弁いただいた中でかなり出てますので、そういった共通認

識のもとで、まず改善している部分はあるけども、今年度企業誘致等、大規模な事業をし

たので基金等も減って、それは仕方ないなと思っております。

こちらにちょっと資料を用意しておりますので、見ていただければと思います。上のほ

うですけれども、これが倉吉市の家計簿といいますか、１軒のうちには家計簿というもの

がありますので、それを倉吉さんということで考えてつくっております。これは平成２１

年度と、市長が就任される前の年、それと平成２６年度９月段階で、補正段階での家計簿

としております。

平成２６年度は予算額、平成２１年度は決算額をその年の人口で割って、１人当たりの

金額を出しております。項目は市税を基本給、市債をローン、人件費を食費、普通建設事

業費を増改築費といったような家の家計という形で考えて書いていますけれども、改めて

この表をごらんになって、重なる部分はあるかと思いますけれども、どう考えられるか答

弁をお願いいたします。

○市長（石田耕太郎君） 家計簿を見てどうかということでありますが、基本給はそんな

に大きく変わっていない。諸手当が若干ふえて、ローンが少しふえてきているという、雑

収入もかなりふえておるという状況ですね。トータルとして見ると、かなり収入増にはな
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っているなという感じだというふうに思います。

ローンがふえたのは、先ほど申し上げたような企業誘致などの借金がふえてきていると

いうことが影響しているのかなというふうに思います。必ずしも固定給である基本給が伸

びてませんので、この辺がこれからの課題ではないかなという、ざっとした感じではそう

いう感触を持たせていただきました。

○６番（藤井隆弘君） 今、市長がごらんになって、そのとおりだと思います。特に収入

のほうは、そうですね、ローンがふえてる、全体としてもふえてる。これ、人口が減少し

てますので、分母が少なくなれば当然そういったこともありますが、ただ、かなりふえて

ると、トータルとしてはね。それと、支出のほうにつきましては特に増改築費、これは企

業誘致等の関係もあって膨らんでる。全体としても市長が就任されてから攻めの市政とい

うか、そういったこともありまして、いろんな意味でいい状況もあったと。職員が数十名

減ってますので、そういった人件費の分も圧縮して、よくなった一つの条件でしょうし、

先ほど言われました地方交付税等も思いのほかこれまできちんと入ってた、ただ、これか

らは一本算定等もあって不透明なこともあるということで確認したいなと思っています。

せっかくつくりましたんで、後ろのほうもちょっと見ていただければと。これは先ほど

市長が答弁いただいたものをグラフ化、これは行政のほうでも出していただいたものです

から、これも先ほどの市長の答弁とあわせて見ていただければなと思っております。

こうやって、たくさん市という形の中で金がかかる部分もあるんです。ただ、引き締め

るところは引き締めていなければならないということで、共通認識のもとに次の質問のほ

うに入らせていただきますけれども、財布のひもがかたくなってきても、当然、使うべき

ところはこれから使わなければならないということで、先ほど冒頭に言いましたけども、

市長の２期目の重点施策ということの中で、特に１つは企業誘致、１つは中心市街地活性

化、３つ目は公立保育所、学校再編ということについて、提案も含めて質問をさせていた

だきます。

初めに企業誘致と人材育成についてです。倉吉を、私は常々、住みたい、行きたい、帰

りたいまちとする、そういったテーマで政治活動に取り組んでいますけれども、そのため

には働き場所というものが重要になります。当然、企業誘致も必要となります。市長の重

点施策の２期目の一つに当然入っております。まず、倉吉市内に事業所のある企業にかか

わって、そういった製造業が中心になるかと思いますけども、売り上げであるとか、従業

員数の現状についてお伺いしたいと思います。

それと、これまで企業誘致にかかわった経費、設備投資、人的経費もあるかと思うんで

すけれども、そういった経費と企業誘致による効果、税収とか、その他いろんなことが考

えられるかと思いますけれども、それについて市長のお考えをお聞きしたいなと思ってい

ます。

○市長（石田耕太郎君） まず、企業誘致に絡んで、倉吉の事業所の状況ということであ

りますけれども、年次的に当然動きはあるわけでありまして、少し細かい数字になります

けれども、そうですね、平成１７年と比較して申し上げましょうか。事業所数でいきます

と、平成１７年が１１６の事業所でありましたが、平成２４年には９４に減ってきている

という状況でございます。従業者の数が平成１７年が３９５７名から、２４年が３３４, ,
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９名と、これも生産年齢が減ってきているというものもあるだろうというふうに思います

し、やはり経済的な問題というのが１つ数字として出てるんではないかなというふうに思

っております。

それから製造品の出荷額で申し上げますと、平成１７年が、これは単位が１００万円で

すから、７９１億でありましたが、２４年が７７８億ということで、これも平成２０年に

は９８２億ということで上がっている年もありますけれども、まあ、ほぼ横ばいぐらいの

感じで見るのがいいのかなというふうに思います。そういう面では、市内の経済状況とい

うのは決して好調な状況ではないっていうふうに思っています。そういう面で、こうした

企業誘致の効果がこれから出てくれば、倉吉にとってもプラスになるんではないかという

ふうに思っております。

企業誘致に対してどれぐらい補助金を出しているのかということでありますけれども、

今まだ実際に操業開始に至ってない企業もたくさんありますので、１０件誘致をしたうち

３件に今のところ交付をさせていただいております。交付済みが２億５７００万の補助,
金を交付をさせていただいております。ウッドプラスチックテクノロジーとカインズとア

イ・オー・プロセス、ただ、最終年度までいってませんので、まだ途中経過で交付をさせ

ていただいているという状況であります。今後、残りの企業についても状況に合わせて交

付をしていきたいというふうに思っているとこであります。

当然、効果としては、１番には雇用ということなろうかというふうに思います。現在の

ところ、この１０社の企業について既に雇用されている人数が１０６名、将来的に、最終

的には、今の計画段階が全部できれば４６６名の雇用につながっていくんではないかとい

うふうに期待をしているとこであります。

○６番（藤井隆弘君） 今交付金ということではありました、財政的な面ではね。それ以

上に設備投資等でかなりの持ち出しもあっとるかとは思いますけれども、効果っていうの

は確かに企業誘致したからすぐ出るものでもございませんし、数字であらわれないような

いろんなプラス面が私はあるかと思っています。そういった意味でも、大谷工業団地、ま

た灘手、いろんな現在ある西倉吉の工業団地も含めて、ほかにも適地はあるかと思います

けれども、これはこれで進めていく必要があるかと思っております。

ただ、いろんな費用対効果、そういったことも含めながら企業誘致に当たっては条件の

見直しも必要になってくるかと思います。何でもいいから出てきてくださいっていうんで

はだめだと思いますので、そういったことも含めながら、これからある意味、慎重に、し

かし大胆にというか、そういった形での企業誘致も必要かなと思っています。

それと、これから大切になってくるのは、既に新設されているというか、もともとある

企業も含めてなんですけれども、市と企業が互いに利益を受けるような関係、そういった

ものが必要じゃないかなと思っています。

先ほども出ましたけど、先ごろ倉吉市と鳥取短期大学との包括的な連携に関する協定調

印式というものが行われました。互いの資産を活用して地域社会の発展と人材育成に寄与

するためという目的だと把握しております。私は、市と倉吉に事業所がある企業との間で

も同様のことができるんじゃないかなと思っております。行政と企業が一体となって、地

域の中にある資産として、より連携を深めることが大事ではないかと思っています。そう

でなければ企業にとっては倉吉というところは単なる利益の追求の場、そのメリットがな
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くなれば移ってしまう。そういった関係では、やっぱりよろしくないんじゃないかなと思

います。

６月議会のちょっと前でしたかね、テレビを見ていましたら、倉吉市に進出した企業の

社長さんがこういったことを言っておられました。倉吉には必要としている人材がいない

という発言がありました。企業誘致は進んでいますが、企業が必要としている人材と倉吉

の現状と、ある意味ミスマッチがあるのではないでしょうか。昨日も話が出ました。エキ

パル倉吉のほうで８月の１３日から１７日に進出企業の紹介などがありまして、私も出か

けてみました。とてもよい企画だなと思いました。１３００人ほどですか、きのうの答,
弁ではおいでいただいたということなんですけれども、こういったことは進出企業にとっ

ても自社のＰＲもできますし、市民にも関心を持っていただく、そういった機会になるか

と思います。

また、市民にとっても倉吉の事業所のある企業に関心が持てる、愛着が持てる、場合に

よってはそこを通して就職活動につながるというようなことも可能性としてはあるんでは

ないかなと思いますので、そういったことも含めて、これは提案という形でこれから詰め

ていきたいなと思っているんですけれども、今思ってることを提案させていただきます。

まず１つには、倉吉のために働きたい、そういった志を持っている若者もたくさんおり

ますので、そういった若者を育てて支援するための給付型の奨学金、そういったものもつ

くってはいかがでしょうか、新しく。

それと２番目に、倉吉市出身の大学生、あるいは専門学校生、遠くに出ている若者もい

ます。そういった者への情報発信、情報共有する仕組みをつくってはどうでしょうか。当

然、本人や保護者の理解を得ながらということになりますが、市の情報や産業、そういっ

たことを魅力を発信する情報共有化を図るシステムをつくる。それから、担当課や大阪の

ほうに事務所がありますので、そちらにアンテナショップ的な、アンテナショップという

わけにはならないでしょうから機能を入れて、人材発掘や確保に努めると。

それと３番目として、行政が企業の求める人材を把握し、企業、行政合同で人材確保に

努めると。これは例えば中学校や高校で企業と連携した学習、あるいは出前授業といった

こともあるかと思うんですけれども、そういったことを行ったり、企業見学会などを計画

的に行う。また、市内に事業所のある企業を市民に知ってもらうためのイベントを計画的

に行う。昨今、先ほど言いましたようなことも含めて計画的に行ったらどうでしょうか。

これからは本当に地域力と先見性、そういったものが必要、勝負だと思っています。倉吉

市の未来を担う人材育成、人材確保の一環として、ぜひ検討していただきたいと思います

が、いかがでしょうか。

○市長（石田耕太郎君） 行政と企業とが相互に利益を得るような、そういう連携体制と

いうのが大事ではないかということであります。

おっしゃるとおりだと思います。ぜひ我々も努力をしていなければいけないなというふ

うに思っています。何点かは御指摘がありました。報道でも、なかなか進出企業について

人材が確保できないということがあったということであります。特にＩＴ関係などについ

て、なかなか人材が得られないっていう現状があるのは我々も認識をしております。せっ

かく来ていただいた企業が求める人材がないということでは円滑な操業にもつながらない
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わけでありますので、我々も努力をしていかないといけないなというふうに思います。Ｕ

ターン、Ｉターン人材の確保とか、あるいは大学のほうにもお願いをしたり、ケースによ

っては養成施設での受講なども働きかけたり、いろんな形で人材の確保には努力をしてい

かないといけないなというふうに思っているところであります。

そこで、幾つか御提案をいただきました。情報交換の取り組みについても御紹介をいた

だきましたけれども、やはり市民の皆さん、県民の皆さんにこういう企業の状況というの

も知っていただく努力も、これも継続的にやっていきたいというふうに思っていますが、

１つ、給付型の就学資金のようなものができないかということでありますけれども、例え

、 、ば先ほどもお二人のあった看護師のような就学資金 一つの例かというふうに思いますが

、 、こういうものは資格職でありますので 比較的制度としてつくりやすいわけでありますし

実際、人材の確保を希望される事業所もたくさんあるわけでありますので、余りミスマッ

チが起こらないわけでありますけれども、一般的な形で特定の職種について奨学金をつく

ろうとすると、やはり受け皿を必ず確保してあげないと、逆にいけないということになっ

てきます。ところが、なかなか企業の求める人材というのは固定していなくて、いろんな

多様な人材を求めておられるというのが現実でありますので、その辺をマッチングさせた

制度が本当にできるのかというあたりが少し懸念があるのかなという感じがしておりま

す。

奨学資金制度自体は今倉吉市でも持っているわけでありますので、そういうものをうま

く活用できればそれを活用して、今はどちらかというと就学のために、要するに大学など

に行くための奨学金になっているわけですけれども、それをもう一方先まで、就労にまで

つなげていければなお結構だということにはなるだろうというふうに思います。ただ、先

ほど申し上げたような課題もありますので、もうちょっと勉強してみたいというふうに思

います。

それから、情報発信をどんどんやっていかないといけないということであります。これ

は特に県外の、できれば大学、専門学校などに行っておられる皆さんに直接こういう情報

が届けば、県内就労、倉吉への地元就労につながっていくという要素は高いだろうという

ふうに思います。具体的に、個別にピンポイントにやるというのはなかなか個人情報の関

係があって難しい面はあるんだろうというふうに思いますが、例えば各高等学校の同窓会

などとタイアップして、そういう方法を少しでも情報提供できるような、もちろん希望し

てない方にまで情報を送ると、これまたトラブルの原因にもなりますから、希望される方

に限定して情報提供をするようなシステムができればいいなという感じを持っています。

どこまで可能か、この辺はそれぞれの学校ともちょっと御相談をしてみたいというふうに

思います。

それから、その機会に先ほど関西事務所ともタイアップしてというお話もありましたけ

れども、市の持っておりますこういう誘致企業の情報ですとか、人材募集の情報というの

は、ふるさと鳥取県定住機構、こちらのほうに提供をして、この定住機構のほうから鳥取

への就職フェアですとか、Ｉ・Ｊ・Ｕターンの相談会ですとか、企業ガイダンスなどの就

職活動のイベントに参加していただくような案内を大学等に周知をしていただく、こうい

った取り組みもできるだろうと思いますので、機構のほうとも十分御相談しながら情報発

信に努力をしていきたいなというふうに思っております。
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それから、人材確保という面で、各中学校や高等学校との連携をしてはということであ

りますが、これはぜひ学校のほうとも、学校も時間数の密度が濃い中でなかなか難しい面

もあろうかというふうに思いますが、例えば授業の一環で総合学習などのような機会に講

師で出すとか、あるいはインターンシップのような形で参加をしていただくとか、いろん

な連携の仕方があるだろうというふうに思いますので、この辺も工夫をしていきたいとい

うふうに思います。

それから、イベントへの参加も先ほど定住機構の関連で幾つかイベントも申し上げまし

たが、こういったようなイベントも含めて企業情報の発信には努力をしていきたいという

ふうに思います。いずれにしても企業側のニーズも十分伺いながら、どんな対応が可能か

十分検討していきたいというふうに思います。

○６番（藤井隆弘君） 確かに個人情報であるとか、とても難しい面はあるかと思います

けども、地元におりながら、さらに勉強したいということで離れていかれる子どもさんが

多いですね。そういった中で、後で、ああ、倉吉にはこんな企業があったんだ、帰れたん

だっていうのを、大分大きくなってからじゃなくて、やっぱり一連の流れをつくればもっ

ともっと倉吉に人材いないわけじゃなくておるんだと思いますが、それが発掘できてない

部分もあるかと思いますので、ぜひともまたいろいろ研究、検討を重ねていただきたいな

と思っていますし、確かに中学校でも体験活動ということで、３日間ぐらいですかね、企

、 、 、業に行ったりするわけですけども そこをもう一歩 発展したような形のものができたら

就労意識というのかな、そういったものも高まると思いますので、ぜひお願いしたいなと

思っています。

次に、中心市街地活性化基本法によるまちづくりです。本議会でもたくさんの議員が質

問しております。これまでの質問で理解できたこともありますが、私なりの視点で幾つか

質問をさせていただきます。

、 。 、まず まちづくりに関係した市の現状についてです 地元商店街の利用状況であるとか

買い物しやすい商店街だと思っているのか、これは意識調査でわかるかと思うんですけれ

ども、空き店舗の状況、観光客の入り込み状況といったことについてお聞きしたいと思い

ます。

また、市民には、こういった議会でどんどん情報発信しているのでだんだん浸透してき

てるかとは思うんですけれども、まだまだよく伝わってないという気がしています。特に

当該地区の方々への情報提供と啓発ということが大切になってくるかと思っていますけれ

ども、市として具体的にどのような働きかけをこれからされていくのか、お考えがあれば

お聞きしたいと思います。

○市長（石田耕太郎君） 市民意識調査の中でこういう市街地での買い物等についての状

況、どうなっているかということでありますけれども、上井地区、あるいは成徳・明倫地

区の商店街を利用されている状況というのは、いつも利用している、時々利用していると

いうような答えの方の割合が大体６０％台の前半ということであります。この数字をどう

読むかというのはなかなか難しいですけれども、必ずしも高い率ではないなという感じが

しております。もっともっと利用していただけるような地域になればという思いで、今、

活性化に基本計画の取り組みをさせていただいているところであります。どういうふうに

これを市民の皆さん、あるいは事業者の皆さんに周知をしていくかということは、これか
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らのこの計画の成否にかかわってくる問題だろうというふうに思います。そういう面で、

十分これからＰＲをしていかないといけないだろうというふうに思っています。

とりわけ、やはりこの中心市街地活性化、具体的な事業につながらないと余り意味のな

いものになってしまうわけであります。ということは、逆に言うと事業者の皆さんに積極

的に参画をしていただいて、具体的な事業提案をしていただかないといけないということ

になってくるわけであります。そういう面でしっかりと今からＰＲをしていきたいという

ふうに思っております。もちろん報道の皆さんにも御協力いただいて、こういった検討委

員会などの状況を報道していただければありがたいなというふうに思っていますけれど

も、当然、行政としての手法でありますホームページですとか、市報などは十分活用しな

がらやっていきたいというふうに思っておりますし、特に市の職員も経済団体ですとかＮ

ＰＯですとか、あるいは自治公民館の館長会などにも出かけさせていただいて、計画の趣

旨なり、役割なり、具体的な事業の御提案をいただくようなことも働きかけていきたいと

いうふうに思っております。

具体的には、今月１９日には、まずは事業者向けの説明会を開催するように予定をして

おります。これは上井地区と成徳地区とですね、２カ所で実施をする予定にしております

けれども、これからもこれで終わりということではなくて、時期を見ながらしっかりとＰ

Ｒをして働きかけをしていきたいというふうに思ってるとこであります。

○６番（藤井隆弘君） 今、現状とこれからの働きかけというようなことを答弁いただき

ました。確かにもう９月１日の意識調査、早速出ましたんで、かなりスピーディーな結果

が出たんですけれども、これまでにもね。それを見ても、確かに地元の商店街６０％の前

半ですが、ちょっと上がってます。それと、特に上井、成徳・明倫地区などは良好なとい

、 、 。 、うか 結果が出ておりますね 平均よりも それと利用する人も結構多いんだなと思って

割と、変な言い方ですけど、意外にいい結果だなと思って見てたんですけれども、これか

ら来年の６月に向けて作業を進めていくんですけれども、市長が言われたように、この事

業の成否というのは地元の熱意とかアイデア、そういったものがどんだけ出てくるのか、

あるいはまた行政のサポートがどういった形でいくのかっていうことが成功の源になるか

とは思っています。そういった意味で、この事業、本当にいろんな可能性とか発展性を持

っているかと私は思っております。

この倉吉というのは、改めて成徳地区から伝建群から明倫地区に行く八橋往来、本当に

、 、 、いい町並みだと思っておりますし 明倫地区などはある意味大正 昭和のロマンチックな

そういった、あるいは鉢屋川のまち沿いの町並みであるとか、水源地のポンプ室、この改

修されましたね、あるいはヒシクラしょうゆとか、個人、名前出してますですが、そうい

った付近の景観とか、本当にいいものがたくさんあるかと思っております。そういったと

ころを、例えば小型のレトロバスとか、タクシーとか、自転車で回遊するようなルートを

つくったりとか、ちょっとしゃれた店をつくって、そういったことも考えられる、これは

アイデアですけどね。

それからまた、上井地区でも駅周辺の整備、それとあわせてこの事業が活用できるんじ

ゃないかなと思っています。若い方も短大、あるいは来年開学になる看護大学、それと高

校生もＪＲやバス、起点になってますので使えますので、そこのほうでゆっくりと楽しめ

るレストランとかコーヒーショップ、ちょっと歩いてでも買い物ができるコンパクトな商
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店街、その中には例えば生鮮野菜や果物などの直売センターみたいなものがあればなと思

っています、土地がないわけではないんで、あの辺にも。それとか、赤瓦でやってますチ

ャレンジショップなんかもこちらでやってみたらどうでしょうか。それと倉吉北条線の踏

み切りのほうに行くところの道路、あるいはその周辺の旭地区では、電柱を地中化にして

自動車や人が歩きやすい、そういった町並みっていうことを考えて、思いがどんどん膨ら

んでいくわけですけれども、そういったことを考えていけたらな。

先ほど事業者向けの説明会が９月１９日にということがありました。当然、民間の事業

については国が直接民間事業者のほうに補助金という形で支援となるわけでしょうけれど

も、やっぱり市としても先ほどありましたように広くＰＲ、情報提供をしていただきたい

し、これは命運をかけた事業として、大げさな言い方をすれば、全庁的な取り組みとして

しっかりとやっていただきたいと、そのためには当然財政が必要となります。補助金とい

っても２分の１、３分の１でしょうから、手出しも当然出てくるわけですけども、行政と

。 。してもね そこのところは金をしっかり使ってでもやっていただきたいなと思っています

いかがでしょうか。

○市長（石田耕太郎君） 中心市街地活性化計画、これからの倉吉にとって本当に大事な

取り組みになってくるという御指摘をいただきました。

倉吉にとっても最後のチャンスと言ってはいけないかもしれませんけれども、本当に難

しい時期にこれから来ておりますので、しっかりと今取り組んでいかないといけないんだ

ろうというふうに思います。いろいろアイデアを披瀝をいただきました。まさにこういっ

たアイデアを実際に事業者の皆さんに御提案をいただくことが大切なんだろうというふう

に思います。

先般、米子市の計画についての記事が報道されていました。この中心市街地活性化の事

業を使ってやらないといけない事業が少ないと、公共事業、今までの既存の制度で対応で

きるものが多いということでなかなか認められなかったというような記事が出ておりまし

たけれども、そういう面では、やはりこの中活事業としてやらないといけない、そういう

民間事業がどんどん出てくるということが大切なんだろうというふうに思います。もちろ

んそれをしっかり、公共事業も含めて行政のほうでサポートをする。先ほど電線の地中化

のお話もありましたけれども、こういったものは行政でないとできないことでありますの

で、行政の役割をしっかり果たしながら、民間事業がしっかり取り組んでいただけるよう

な、そういう計画にしないといけないんだろうというふうに思います。そういう面で、こ

ういう事業者向けの説明会などを通じて住民の皆さん、地域の皆さん、事業者の皆さんに

取り組んでいただける環境をつくっていかないといけないというふうに思います。

しっかりと必要なお金は出してということであります。この辺は十分予算配慮をしなが

ら、議会のほうとも御相談しながらやっていきたいというふうに思います。

○６番（藤井隆弘君） 国も地方創生という文言が躍っておりますけども、確かにこれか

らそういった目が向けられてくるんじゃないかなと思いますので、使えるものは使って、

しっかりとまちづくりを進めていけたらなと思っております。

次に、公立保育所、学校再編についてでございます。初めに、学校の再編について教育

長のほうにお伺いしたいなと思っています。７月３０日付の新聞を見ていましたら、次の

ような記事がありました 「７月２９日に市長と市教育委員との意見交換会で、教育の質。



- 10 -

の確保でなく、教員削減が目的にとられるなど小学校再編への影響を懸念する声が相次い

だ。同市では、教育の質の確保などを目的に小学校の１学級２０人以上を適正規模とし、

２０１３年２月には市内の小学校１４校を９校にする再編案を示しているが、統廃合によ

り学校がなくなる地域などから反対意見が出て、再編のめどは立っていない 、再編のめ」

どが立っていないというようなことがありました。そこで教育長、現在の再編に関する取

り組み状況お聞きしたいと思います。

○教育長（福井伸一郎君） くらよしアイズ・倉吉自民共同、藤井隆弘議員の学校の適正

配置についての今状況についての質問でございました。

先ほどありましたように、７月２９日は市長と教育委員さんで協議をさせていただいて

おります。今までの経過としましては、昨年までの２年間では小学校の校区別１４地区、

中学校の５地区、対象地区の小学校１０地区での説明会、それから、市民シンポジウムを

２回、そして小学校のＰＴＡ連合会との協議、自治公民館館長会、あるいは各それぞれの

地区との希望による協議というのを進めてまいりました。

本年度、対象小学校地区との代表との話し合いというのは、例えば明倫と成徳地区合同

での開催というのを実施いたしました。それから、関金と山守地区の合同での話し合いと

いうのも実施しております。それから、自治公民館館長会では、高城地区が説明をしに来

てほしいということで、これも実施いたしました。小学校のＰＴＡ連合会ともう少ししっ

かりと勉強会をしましょうということを提案をしておりまして、小学校ＰＴＡ連合会のほ

うでもそのことを了承いただきまして、どういうふうに進めていくかということを協議を

してまいりました。

現在のところ、全体会ではまず１回行いました。それから、小学校ＰＴＡ連合会を５つ

のブロックに分けて勉強会、現在４ブロックを終了したところでございます。このブロッ

クのほうは、やはりなかなか並行線のままのところもございます。しかし、話し合いの中

で、やはり例えば成徳と明倫地区の場合ですと、小学校の統合についてはもうやむを得な

いんではないか、最初はちょっとかたくななところもありましたけれども、やむを得ない

んではないかと考えている。あと問題となるのは、やっぱり学校の位置と校名ということ

なんじゃないか。しかし、両者で確認をしたのは、統合をしていく、もうやらなくちゃい

けないんじゃないかということがあれば、それは乗り越えられる壁ではないのか、これを

協議の場をもう少しつなげていこうというような話し合いもありました。

また、あるところでは、現在のところ２校の統合案が出てるんだけれども、しかしそれ

は長い時期を見たときには、これもやはり限界が来るではないか。そうすると、もう少し

大きい地区の固まりの中でやっていくことも必要じゃないか、それについてはそれぞれの

地域の中でも大分御了承されたという雰囲気がありました。しかし、中にはやはり単独存

続で残してほしいということを力説されるところもございました。

さまざまなところがありますけれども、ただ小学校だけの話し合いにとどまらず、地域

や皆さんもオブザーバーとして参加されていたりしているところもございました。ぐっと

進んだという感じではないんですけれども、しかし、確実にやはりこの問題についての認

識というのは、私は深まってきているなということを思っています。引き続き話し合いを

継続しながら、この大きな事業について取り組んでいきたいなと思っているところでござ

います。以上です。
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○６番（藤井隆弘君） 今、教育長のほうから進捗状況といいますか、話し合い等は着実

に進んでいるという把握はしました。ただ、市民から見ると、何となくめどが立っていな

いんじゃないかな、新聞記事もこういうことが出てますもんでね、そういった感触になっ

ておられる方もおられると思います。学校の耐震化というものを来年、２７年度で全校が

一応終了、繰り越しも含めてですけども、成徳小学校のほうも建てかえで調整というよう

なことだと把握しておりますので、結局、市内全小・中学校が耐震化改修を終わるという

ことになります。ある意味、どこもしっかり耐震も改修も、だから、これから学習の場と

して使えますよというような状況が整います。

そこで、今度は市長にお聞きしたいと思うんです。今、教育長の答弁では、ある意味進

んでいるという感もあるんですけども、いろんな状況の変化等も今起きています。話の中

、 。 、でも もっと大きな枠でというようなことも話が出ました そういった経過や政府の動き

これは新聞報道ですので、まだ確実なものではないんですけれども出てますので、そうい

ったことも含めて市長に今の再編に対する思いを聞きたいと思うんですが、例えば３つ選

択肢が私あるんと思うんですよ。１つは、本当に計画どおりに小学校１５校を９校にやる

んだと、２番目には、そうはいっても地域の中に学校がないというのはという議論も結構

ありますので、これは再編をしないという選択肢もあるかと思います。３番目は、政府の

方針、これは新聞で出てましたのは、学校再編にかかわって指針を見直すんだと。それは

学校統廃合で規模を拡大して少子化対応をする。これはバス通学なんかも、これまでは小

学校で通学距離は４キロでしたけれども、これをもっと広めて通学バスで３０分程度だっ

たらこれは可じゃないかと、いいんじゃないかということも出てました。

それと、これはそういったことじゃなくて中身なんですけれども、教育の質の確保、一

定の人数が、１つの学級にはグループ学習であるとか、学級編制といったことも必要じゃ

ないかということで、そのために学校の統廃合を進めると。そういった統廃合を進める自

治体に対しては、国としても財政支援をすることを検討しているんだと。これはまだ法案

が通ったわけじゃありませんので、多分、そういった方法も出てますので、全くこれまで

のことは置いてでも、きちんともう一回、６月議会でも言いましたけども、総合教育会議

などで市長と教育委員さん方が集まられて、そういった情報もいろいろ含めながら再検討

をするというのも、また一つの手じゃないかなと思います。こういったことが考えられる

かと思いますが、市長、今の気持ちははっきり言うとどうしたいんだということを、する

んだということを答えていただきたいなと思います。

○市長（石田耕太郎君） 学校統廃合について、私としての考え方はどうかと、特に３つ

の選択肢があるけれどもということでありますが、３つの選択肢のうちの最後の国の動き

等を見ながらということについては、恐らく国のほうは、統廃合すれば区域が拡大します

ので、当然今までの基準では賄えなくなってくるっていうことが背景にもあるんではない

かという気がしますので、むしろ統廃合を推進するための一つの方向づけをされているん

ではないかという気がしております。

基本は、今お示しをしている案を基本にまずは考えたいというふうに思っています。た

だ、先ほど教育長さんのお話にもありましたように、もう少し進めてはどうかという御意

見もあるようでありますので、そういうことが本当に可能かどうかという見きわめはした

いというふうに思います。ただ、今の時点では、やはり基本は今の案をベースに考えてい
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きたいというふうに思っています。それは、やはりまずは教育効果ということを重点に、

子どもたちの成長をどう確保するのか、学力をどう保障するのか、こういった視点を大事

にしながら、そうはいってもやはり通学区域の問題とか、コミュニティーの問題というも

のも無視できませんので、地域の皆さんの御理解をいただく努力をしながら、今の原案を

もとに進めていけたらというふうに思っております。

○６番（藤井隆弘君） 市長のほうから、今の案を基本としながら考えていくんだという

思いをお聞きしました。いずれにしても市民間の話し合い、市民同士の話し合い、あるい

はもっと機運といいますか、そういった盛り上がりを持って、みんなで市全体の問題だと

いうような形になればなと思います。そういった中にも当然財政的な面も考える一つの資

料だと思います。

今の案ということで市長も答えられましたんで、それをもとに考えますと、例えば今、

１４校が小学校９校になった場合、複式学級解消のための人的配置、定数内講師ですね、

職員、教員といいますか、それと学校主事、図書館司書、非常勤職員の元気はつらつとい

った、こういった人件費であるとか、教材整備費、あるいは運営費などでざっとくくりで

計算したら、年間７６００万ぐらいは私は負担が減るんじゃないかなと思っています。,
逆に再編に伴って新設しなければならない学校もあります。それと増築しなければなら

。 、ない学校も出てきます そういったことはいろんな補助金なんかも使ってでしょうけども

、 、 。 、１０億以上は 小鴨小学校のときもかなりかかってますんで かかるかと思います また

通学バスっていうようなことも若干出る地域もあるかもしれません。そういった運営費も

かかるかと思います。ただ、建物があれば、幾ら改修したと言っても維持費というものは

、 、 、かかってきますんで もう逆に再編を進めたときにはその跡地だったり 建物をどうする

貸すよということも耐震改修もできたんだったら使いようもあるかと思いますので、いろ

んなことが出てくるかと思いますので、そういったことも具体的に資料提示しながら、多

方面からみんなで話し合いをする、そういったことが大事なことだと思ってます。慌てる

ことはないかもしれませんが、しかし勇気を持って判断しながら進めていっていただきた

いなと思っています。

公立保育所の再編についても同じことだと思っています。こちらも一部施設の改修が進

んでいますけれども、再編に当たってのそういった方向性、具体的な動きがちょっと見え

ないんじゃないかなという気がしております。再編にかかわっての財政的な数字というの

も、これまでの議会で示されたと思いますが、それをもう一度きちんと算定し直してみた

り、それ以上に大事なのは、子どもにとってよりよい保育環境、これは保育の質の確保で

あるかと、正規保育士、少ないんですけどね、現在は、そういった確保、一定の人数のク

ラス、子どもが遊ぶ、あるいは育っていくために必要なことだと思っていますので、そう

いった環境はどうなのかということで、具体的にしっかりとこれから検討していかなけれ

ばならないなと思っています。市の重点課題として、ぜひとも市長に先頭に立って動きを

見せていただきたいなと思っています。いかがでしょうか。

○市長（石田耕太郎君） 学校の統廃合とあわせて保育所の統廃合についての御質問をい

ただきました。

学校の統廃合についても経費的なものというのも当然あるわけでありますので、この辺

も教育委員会とも十分すり合わせをしながら、必要な資金を確保しつつ、統廃合には向か
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っていきたいというふうに思っております。

それから、保育所の問題であります。保育所についても、本当に粗い試算でありますが

財政的な問題も試算はしております。今の試算でいけば、公立保育所として、保育所の場

合は小学校、中学校と違って私立の保育園もあるというのが特徴でありまして、その辺と

の兼ね合いというものも一つは出てくるのかなというふうに思っておりますが、公立保育

所だけで見ると、今の再編計画のとおりやるとすれば、公立の部分で減額になるものとし

ては職員の経費とか管理経費で約１億２４００万円、それから逆に、これ、上井と倉吉,
西を民間移管すると８５００万ばかりの委託費が出てくるということで、差し引き３９, ,
００万程度の減額につながるのかなというふうに思います。

ただ、一方では統合により新設しないといけないものが出てきますので、１カ所当たり

の３億６３００万、これは定員によって変わってきますけれども、９０人とすれば３億,
６３００万程度は必要だろうということでありますので、これが２施設になれば７億を,
超える８億近いものが必要になってくるということになろうかというふうに思います。こ

ういった財政問題も一つは考えていく必要があるだろうというふうに思います。

それから保育士の問題でありますが、統廃合すれば今臨時でお願いをしてる保育士さん

の数は３７人減るという、これは昨年の４月の児童数で比較をした場合ですけれども、そ

うなります。そうすると、正職員をそのまま配置をするということになれば、正職の比率

が３６％から５０％に上がるということであります。そういう面での体制の充実にはつな

がっていくんだろうというふうに思います。

やはり、まずは学校のほうと一緒で、子どもたちの成長ということにとってどれぐらい

の規模というのが必要なのかということをやっぱり勘案すると、統廃合というものも避け

られないんではないかというふうに思っているとこであります。ただ、これも学校と一緒

で、えいやでやるというものでもありませんので、やっぱり地域の合意を得ながら取り組

みを進めていきたいというふうに思っているとこであります。

○教育長（福井伸一郎君） 学校適正配置にかかわる財政的なものの影響についてという

ことで御質問がございました。

学校適正配置について大きくは財政的な面では４つの点があるんではなかいなと私は考

えています。まず１つは人件費でございます。２つ目は学校の運営費、維持管理費、こう

いったものでございます。３点目は学校の建築費、それから４点目は通学方法にかかわる

バス停の補助あるいはスクールバス、こういったもののというふうに４つに分けられるん

ではないかと思っています。

先ほど人件費につきましては、ありましたように１４校が９校に減るということになれ

、 、 、 、ば ５校分の市費ですね 市費で行っているもの 教員のほうは県費負担教職員ですので

これは市のほうには影響ございません。学校主事の５名、図書館司書の５名、それから複

式解消加配、それから元気はつらつの職員、こういったものを合わせますと、差し引きし

ますと１０００万近くの減額になると思います。,
それから光熱水費や維持管理費でございますが、２４年度の実績でいきますと５校分で

７０００万ぐらいになるかと思います。ただし、その分だけは地方交付税の基準配当額,
がありますので、その入ってくる分も減ってくるということになるかと思います。

それから学校の建設費につきましては、これはケース・バイ・ケースでどういうふうに
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していくかということは非常に大きなものでございますが、私ども今考えているところの

中でどうしても必要なものが例えば小鴨小学校でございます。小鴨小学校は２８年度から

は、これは増築をしなければならないという状況にあります。その増築分は今４クラス分

で何とか賄うわけですが、４クラス分で賄えるところをもう少し先を読み込んで上小鴨小

学校の統合を見越していくならば、６クラスを増築すれば上小鴨小学校の小学校の子ども

たちも入れるわけです。そうしたことを考えるならば、その差額っていうのは、これはど

れぐらいの金額になるかわかりませんけれども、しかし、それは学校運営費のその差し引

きの中で数年後にはもう回収できるんではないか。１０数年になるかもしれませんけれど

も、そういったことを考えるならば、学校の建設費等の中でもやはり統合によっていくと

いうことは十分に考えられると思っています。

それからスクールバスでございます。これスクールバスにつきましては、これは湯梨浜

町のケースを聞かせていただきました。これは年間で２０００万強あるようでございま,
す。どのようなコースを走らせるかによって随分違うと思いますが、そうしたことを考え

るならば、これは増の形になります。しかし、スクールバスについては、先ほど議員のほ

うからも紹介ありましたように、新しい国のほうの方針、これがどうなるものかちょっと

わかりませんけれども、しかし、新聞報道によりますとスクールバスを走らせる運行のそ

うしたものに対する補助とか、そういったものもメニューに加わっています。

それから、つい先日出ました文部省の概算要求でございますが、この中には学校規模の

適正化への支援ということで学校統合にかかわる支援、統合前１年、統合後５年間、教員

を加配しますというふうなものが概算予算により出ました。詳しいものがちょっとわかり

ませんので、まだわかりませんけれども、そうしたことを含めるならば、それの文部科学

省からの支援もございますので、そういったことも含めながらまた説明会をしていきたい

と思っています。いずれにしましても平成２０年から議論を始めたこの適正化、これは教

育上必要ということで推進してきていますので、例えばこれが財政面で安くなるからする

ということではなくって、たとえ財政面が多くても私たちはこれをしなければならないと

いうふうに考えているところでございます。以上でございます。

○６番（藤井隆弘君） 時間の関係もあるようですから、今、答弁いただいたことをしっ

かりとやっていただければと思い、最後です、これはお願いとして終わりたいなと思いま

す。これまで財政状況や重点施策についていろいろ質問をさせていただきましたが、いか

に予算をつけたかっていうことではなくって、いかに結果を出すのかという政策効果に重

点を置いた予算編成、これからも取り組みをお願いして質問を終わりたいと思います。

○市長（石田耕太郎君） 事業の効果、それからコストに対してどうなのかということ、

十分評価をしながら必要な予算をつけていくという作業をしていきたいというふうに思っ

ております。前回もいろいろ御指摘をいただきましたけれども、ことし、２５年度決算の

事業実績評価の評価シートの中でそういったさまざまな実績や効果を整理しながら内部検

証を行って、それを現年度事業に反映するとともに翌年度の予算にも生かしていく、そう

いう中でしっかりと内部評価をして必要性、優先性、効果等を検証した上で予算要求を行

うと、査定もそういう考え方でやっていくと、そういう方針で臨んでいきたいというふう

に思います。


